
 

 

 

薬剤耐性（ＡＭＲ）対策推進国民啓発会議の開催について 

 

平 成 28 年 10 月 ４ 日 

国 際 的 に 脅 威 と な る 

感染症対策推進チーム長 

決 定 

平成 2 9 年 1 0 月３日 

一 部 改 正 

 

 

１ 国際的に脅威となる感染症対策推進チームの設置について（平成 27年９月 11日

国際的に脅威となる感染症対策関係閣僚会議決定）第５項の規定に基づき、薬剤耐

性（ＡＭＲ）対策について、官民が一体となって同対策に係る全国的な普及啓発活

動の推進を図り、国民の薬剤耐性（ＡＭＲ）に関する知識・理解を深めるとともに、

薬剤の適切な使用に向けた国民の主体的な取組を促進するため、薬剤耐性（ＡＭＲ）

対策推進国民啓発会議（以下「国民啓発会議」という。）を開催する。 

 

２ 国民啓発会議の構成員は、別紙のとおりとする。 

 

３ 国民啓発会議は、必要に応じ、関係行政機関の職員その他関係者の出席を求める

ことができる。 

 

４ 国民啓発会議の庶務は、厚生労働省、農林水産省等関係行政機関の協力を得て、

内閣官房国際感染症対策調整室において処理する。 

 

５ 前各項に定めるもののほか、国民啓発会議の運営に関する事項その他必要な事

項は、議長が定める。
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